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建築物の断熱材兼用型枠「トップワーク」工法の開発

忠 則・ 1

賢 志 *2

嘉一朗
*1

要   旨

鉄筋コンクリー ト造準の建築物には、結露防止、省エネルギー対策箸のために、一般に外部に面したコ

ンクリー ト躯体の内部側に断熱材が設けられている。この断熱材に型枠の機能をもたせ、工事現場におけ

る施工性の向上、建設副産物の発生の抑制など、施工の合理化・効率化及び棗境保護に資する打込型枠の

開発を進めた。

本報では、開発にあたり断熱材兼用型枠 (ト ップワーク)の性能評価を行い、在来工法と比べ遜色のな
いことを確認し結果をまとめたものである。

キーワー ド 打込型枠/断熱 (材)/南洋材低減/施工合理化・効率化/建設副産物抑制/建築材料・施工
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Synopsisi

lt is common system to install thermal insulating material onto the inside extcrnal concFetC Wall of

reinforced concrete structurcd buildings in Japan to protcct condensation,energy saving pu司 pose and etc.

The devclpment of this consolidated thermal insulating function into the for■ l work shuttcring bring up

possibility of reducing construction debris,elimination of form work process and part of contFibutive

environmental protection.

This report include the results of functional analysis and comparison of the equal work efficiency against

traditional work system rcgaFding the TOPWORK which is newly developed foェ 】ェニwork shuttering with

thermal insulation as our activity.

*1本店 建築本部 建築部  *2横 浜支店 建築部
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1.は じめに
鉄筋コンクリー ト造等の建築物には、結露防止、省エ

ネルギー対策等のために、一般に外部に面したコンクリ

ー ト躯体の内部側に断熱材が設けられている。断熱方法

としては、従来のコンクリー ト下地に現場発泡もしくは

断熱材打込みの上、主にGL仕上げとなっている。しか
し、在来工法では仕上げまでに躯体工事から多工種を要

し、手間がかかつていた。作業の省力化を図る目的で断

熱材に型枠としての機能をもたせ、工事現場での施工性

の向上、建設副産物の発生抑制など、施工性の合理化・

効率化及び環境保護に資する打込型枠工法の開発を当社

とダウ化工棚と共同で行い、同時期の平成 8年度建設技

術評価制度『建築物の断熱材兼用型枠工法の開発』に応

募し、建設技術評価の取得を目指し開発を進めた。ここ

では、断熱材兼用型枠 (以下 トップワーク)の技術評価

で求められた性能評価項目に対する試験結果及び仕上下

地としての性能評価項目に対する試験結果の概要を報告

する。

2.ト ップワーク
2.1技術の概要

トップワークは、図 2.1のようにЛs A 9511押 出法ポ

リステレンフォーム保温板 3種 bに該当する断熱材 (商

品名 :ス タイロフォームEK)の 片面に補強材兼内装下
地材の機能を有する厚み 12mmの 火山性ガラス質複層板

(以下ダイライ ト MS)を積層した複合パネルである。

トップワークを一般の鉄筋コンクリー ト造等の建築物

の壁、柱、梁及びスラブ (屋根または天丼、床)の打込

み断熱型枠パネルとして使用することによって、型枠合

板が不要となるとともに、支保工解体後は、直接壁紙貼

り等の最終仕上げを行うことが可能となる。

雇い実プレート

壁 紙 トップヮーク。

目地パテ埋め

図-2.1技術の概要

2.2技術のイメージ

トップワークを使用する場合の型枠組立て及び仕上げ

方法を図-2.2及び図-2.3に示し、在来工法 (断熱材打

込み)と の工程の比較を図-2.4に示す。在来工法 (断

熱材打込み)に比べて、断熱材施工、型枠合板の解体及

び内装下地工事 (石膏ボー ド貼)の工程を省略できるた

め、工期の短縮及び省力化が見込まれる。

図-2.2型枠工事イメージ図

コンクリート

目地バテ孤瑾

[:ニ

図-2.3仕上げイメージ図

【トップワーク。工法】   〔在来工法(断黙村打ち込み)】

トップヮーク
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省略される工程を示す。

1   1!断 黙材に関係する工程を示す

図-2.4従来工法との比較
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3.性能評価
建設省の技術評価制度としては最後となるもので『建

築物断熱材兼用型枠工法の開発』をテーマとして公募が

あった。今回は、建設省の公募課題を満たす評価項目に

対する検証を行うとともに、仕上下地としての性能評価

項目の検証を行った。

3.1面材の決定

打込型枠工法を開発する上で技術評価で要求されてい

る下記の①の項目と省力化を目的とした独自の課題であ

る②の項目の 2項 目を目標とした。

①打込みの断熱材兼用型枠であること

②内装下地として型枠材がそのまま使えること

この目標を達成するために断熱材に面材を貼り合わせ

ることにした。

面材には下記の特長に優れているダイライトMSを採
用した。

①断熱材と貼り合わせたものの曲げ特性が型枠用合

板 12mmと ほぼ同等

②局部圧縮強度及び木ネジ保持力が優れている

③現場での丸鋸カット等、加工性が木材並である

④ダイライトMsの線膨張係数及び湿潤時寸法変化
が小さいため、パネルの反りが生じにくく、内装

下地材として優れた性能を有している

⑤パネル長さは、最大で3000mmまで対応可能

⑥内装下地材として採用可能 (準不燃材)

3.2性能評価項 目

技術評価の取得にあたり断熱材兼用型枠としての基本

性能評価 (3.3に 示す)の他に施工性の評価が求められ

た。また、仕上下地の性能評価 (34に示す)の確認を

行った。

3.3技術評価に関する性能評価確認試験

(1)曲 げ強度

図 3.1の ように 3等分点載荷とし、曲げスパンは
450mmと した。試験体の幅は 150mmと し、試験体数は

製品厚み 37mm、 42mm、 47mmの 3種類に対し各 3個 と

した。オートグラフ (島津製作所蜘)によって試験速度

を lomm/minに 制御し、スパン中央たわみ、最大強度を

測定した。

荷 二

(2)コ ンク リー ト接着強度

図 32のような直方体型枠 (150mmX150mmX530mm)

の底面に厚み 37mmの トップワークを取り付けた後、コ

ンクリー トを打込み、試験体を 3本作製した。試験に供

したコンクリー トは、w/c=609/っ、スランプ 18cm程度の

調合とし、また型枠は材齢 2日 で脱型し、気中養生の後

に、材齢 14日 で接着試験を行った。接着試験は建研式

引張試験機を用い、試験体 1本 につき 2箇所、計 6箇所

で行い、試験片の大きさは loomm φとした。試験片は

断熱材側からコンクリー トの表面 2mm以上の深さまで
切込みを入れ、試験用治具は速硬化型エポキシ系接着剤

を用いて各試験体に接着した。測定項目は最大引張強度

とした。

150

Ⅲ_と J生44
530

引張強度 トップヮークφ

〇
め
一

０
い
一

卜
∽
　

　

⇔
一
一

コンクリート トップヮーク・ コンクリート

IOOmm φ

図-3.2コ ンクリー ト接着試験体

(3)熱伝導率、熱抵抗

トップワークの表面材に使用されているダイライ ト

Msは、補強材及び内装下地材として機能するものであ
り、 トップワークの断熱性能は、断熱材であるスタイロ
フォームEKの断熱性能によって決定される。
スタイロフォーム EKの 熱伝導率、熱抵抗値は、JIS
A1412「 熱絶縁材の熱伝導率及び熱抵抗の測定方法 (平

板熱流計法)」 に準 じ試験を行った。試験片 (厚 み

25mmX200mmX200mm)は 、3体とした。
また、吸湿等による断熱性能への影響を把握するため、

ASTM C272吸 水率測定方法に準じ、試験片を 23℃ の水

中に浸漬後、表面の水分を十分に拭き取り、重量を測定、

吸水率 (vo17。 )を算出するとともに、上記と同様の試験

を行った。
]

位 計

150
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3.4仕上下地としての性能評価確認試験

(1)塩 ビクロス接着強度

面材に使用したダイライトMSを 内装下地として利用

するにあたり通常使用される石膏ボー ド十塩ビクロスと

比較して接着強度を確認した。

①試験材料

無 し

コニシ棚 シールフ
°
ライマーⅢ25

(ウレタン系溶剤型)

フ
°
ライマー

]ニシ†閑    KU662
(ホ

°
リイツシアヌレート系 1液

湿気硬化型 )

アイカエ業爛 Js200

(エホ
°
キシ系水性 2液型)

アイカエ業棚 Jsloo

(エホ
°
キシ系溶剤 2液型 )

無 し

「JIS A6922壁紙施工用でん粉系接着剤」

適合品 (商品名4・ ンリダイン、製造元ヤコイ化学l材0)

接着剤

棚サンケ
・ツ「JIs A6921壁紙」適合品塩と'クロス

石膏ホ
・
ド@9.5mm夕

・
イライトMS@9mm被着体

②試験方法

試験片 200mmX300mmに カットした被着体に、

プライマーを塗布後 24時間以上養生し

た後、塩ビクロスを接着し、試験体を作

製した。この後さらに、2日 間常温下で

養生した後、試験体を 50mm幅 にカット

し、カッターにより塩ビクロスに 25mm

幅の切れ目を入れ試験片を作製した。試

験片数は 5個とした。

万能試験機を使用し、JIS A 6922に準じ、

図 3.3に 示す 180° ピール試験により接

着強度を測定した。試験速度は、200

mm/minと した。

引張試験

↑ 180°  と'―ル■試万央

接若部分

カツウー切れ目

(25mm幅 )

未接着部分

切断 (50mm幅 )

図-3.3塩 ビクロス接着試験方法

(2)補修材接着強度

打込型枠が目違い等を記こした場合を想定して、フレ

キシブル板十補修材と比較して接着強度を確認した。

①試験材料

②試験方法

試験片 75mmX75mmにカットした被着体上に、

厚み 5mmX40mmX40mmの 補修材を塗布
し、常温下で 14日 間養生し、試験片を

作製した。試験片数は 5体とした。

ЛS A 6916に 準じ、図 3.4に示すよう

に試験片に引張試験用の治具をエポキシ

系接着剤で接着した後、万能試験機を使

用して引張試験を行った。試験速度は、

lmm/minと した。

引張試験

モルタル補修材

(厚 5× 40× 40mm)

引張試験用治具 小

被君体

(75× 75mm)

ヤ

図-3.4補修材接着試験方法

(3)表面材の吸水率

現場で仕上げを始める前に下地表面の水分を計測する

が、ダイライトMS表面を計測できないため、簡易の水
分計で確認できる方法について検証した。

①試験材料

試 料 :ダイライトMS@12mm
含水率計 :高周波容量式含水率計 HI-500

(棚ケット化学研究所製)

②試験方法

200mmX200mmに カットしたダイライトを 72hr水

中に浸漬した後、表面に付着した水分をふき取り、

重量及び水分率計指示値を測定した。以後、50℃

オーブンに試験片を投入し、一定時間毎 (10～ 15

分毎)に試験片を取り出し、重量及び水分計指示値

を測定し、絶乾状態になった時点で試験を終了した。

吸水率は、重量経時測定値と絶乾時重量との差より

算出し、水分計指示値との関係を求めた。
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ハイモルエマルシ
・
ョン(ハイモルスーハ

°一用接着増強剤 )

(昭和電工l抑、「JIs A620セメント混和用

ホ
°
リマーディスハ

°―シ']ン」適合品)

フ
°
ライ▼―

lヽイモルスーザヽ
°一 #30,#10

(昭和電工柳、「JIs A6916セメント下地調整

塗材」適合品)

補修材

フレキンフ'ル板 @4mmタ
デ
イライトMS@12mm被着体



3.5 試験結果

(1)曲 げ強度

結果を表3.1に 示す。型枠用合板12mmの 横使いと同等

の耐力を確認した。

表 3.1 曲げ試験結果

初期のひび割れ及び降伏点は観察され

なかった

備考

11.313.316.0

kgf/cm2規定たわみ応力

(20mm)

6538091050kgf/cm2曲げ弾性率 E

561051204670

kgf・ cm2曲げ剛性 EI

(lcm幅 )

12.414.318.1kgf/cm2曲げ強さσ

45342.9427

kgf・cm最大曲げモーメント

M(lcm幅 )

91.0863855kgf最大荷重 P

47mm42mm37mmハ
°
ネル厚み

※測定値は■〓3の平均値

(2)コ ンク リー ト接着強度

結果を表3.2に 示す。コンクリー トとの付着力は従来

の後施工による断熱材との付着力2 0kgf/cm2と比較して

同等であった。

表 3.2 コンクリー ト接着試験結果

1.9接着強度 (kgVCm2)

67.7接着面積 (cm2)

92,8試験片直径 (min)

130君,重     (kgfl

※測定値は■=6の平均値

(3)熱伝導率、熱抵抗

結果を表 3.3に示す。 トップワークの断熱材は使用し
ているスタイロフォームEK保温板 3種 bに該当する断
熱性能を有しており、従来から打込み用断熱材として使

用されている。また、吸湿等による断熱性能への影響を

表 3.4に示す。吸湿等による断熱性能への影響は小さい。

表3.3 熱伝導率、熱抵抗測定試験結果

R=d/λ

d=断熱材

厚さ (m)

1.56

(1,34)

134

(115)

1.12

(0,96)

断熱材熱抵抗値

(m2h℃ /kcal)(m2K/W}

0.0224

{0.0260)

断熱材熱伝導率

(kca1/mh℃ )(w/mK}

353025断熱材厚み (mm)

備考474237パネル厚み (mm)

表3.4 吸水率及び熱伝導率測定結果

00227

(00264)

00227

(00264)

00225

(00262}

00224

(00260}

熟伝導率 (kcavmh℃ )

(、v/mK)

0.290210.120吸水率 (vd%)

2.92.11.20重量変化 (g)

3020100経過 日数 (日 )

※測定値は n=3の平均値

(4)塩 ビクロス接着強度

結果を表 3.5に示す。石膏ボー ドと同様にクロスの裏

紙材破となったのは、KU662と JS10oを プライマーとし

て使用した場合で、プライマー処理を行わなかった場合

は、完全なクロスの裏紙材破とならなかった。しかし、

プライマー処理を行わなかった場合も、接着強度は高い

値を示しており、実用上は問題ないといえる。

表3.5 塩ビクロス接着強度試験結果

接着面剥離、又は、

石膏板表装紙材破

184無 し石膏ホ'ド

接着面剥離、又は

クロス裏紙材破

264JS2(Xl

夕'イライトMs

クロス裏紙材破146JS100

接着面剥離408シールフ
°
ライマー#25

クロス裏紙材破196KU662

接着面剥離、及び

クロス裏紙材破

410無 し

剥離状況接着強度

(g/25mm)

フ
°
ライマー被着体

※測定値は■=5の平均値

(5)補修材接着強度

結果を表 3.6に示す。ダイライ トMSは フレキシブル

板に比べて、相対的に接着強度が低い傾向にあったが、

接着強度の値としては 4kgf/cm2程度有り、実用上は間

題ないといえる。

表3.6 補修材接着強度試験結果

モルタル補修材表層材破9B,ヽイモ)にマルメョン

,ヽイモルス,ヽ
°

#30

フレ|シフ')'

板

モルタル補修材表層材破10,7無 し

モルタル補修材表層材破12.4,ヽイモ
''エ

マルシ・ョン
'ヽ

イモルスー,ヽ
°

#lo

モルタル補修材表層材破8.1無 し

ん
°
テ接着面剥離3.5無 しへ・シリタ'インカ

ナ,・ヽテ

夕'イライト

MS

モルタル補修材表層材破5。4
'ヽ

イモルエマ)'シ・ョン

,ヽイモルスハ
°

#30

モルタル補修材表層材破4.0無 し

モルタル補修材表層材破5.6,ヽイモルエマルシ
・
ョン

,ヽイモルス,ヽ
°

#lo

モルタル補修材表層材破3.9無 し

剥離状況接着強度

(kgVcm2)

フ
°
ライマ‐補修材被着体

※測定値は■=5の平均値

(6)表面材の吸水率

ダイライ トMSの吸水率と水分計指示値 (D.MODE値 )
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の関係を図 3.5に示す。グラフより、ダイライ トMSの
吸水率と水分計指示値 (D,MODE値 )の 間には高い相関
が認められ、水分計指示値 (D MODE値 )よ り表面材の

吸水率を測定することが可能であると考える。

吸水率 (v』 9/o)

図-3.5ダ イライトの吸水率と水分計の指示値の関係

4.施工性の検証
4.1 検証試験
施工性について確認するため、ダウ化工l材,鹿沼研究所

敷地内で実大施工試験を行った (平成 9年 7月 )。 トッ
プワークを壁、柱、梁の内型枠、及び屋根スラブの型枠

として使用した。施工状況を写真 -4.1,4.2に示す。

●
ll

写真-4.1施工状況 (柱型枠建て込み)

汗

4.2 標準納ま りの確認
東関東支店ウイ ンベル柏新築工事の集会室の内壁

(60m2)の実施工にあたり、同敷地内の地下駐車場ピッ

トの外周の 2面で標準納まりを確認し、実施工した (平

成 11年 6月 ～ 12月 )。 図 4.1に 標準納まりの一部を示

す。集会室の内壁の状況を写真 4.3に示す。この実施工

から標準納まりの確認ができ、また仕上下地として打設

し、仕様と同程度の精度が確保できることも確認できた。
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図-4.1標準納まり
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写真-4.3内装仕上げ

5.ま とめ
5.1 トップワークの性能評価
各種の性能評価試験の結果より在来工法と比べ遜色の

ないことが確認できた。

5.2 建設技術評価の取得
平成 10年 6月 、以上の内容が認められ建設省より建
設技術評価『建築物の断熱材兼用型枠工法の開発』にお

いて技術評価を取得した。

5.3 残された課題

本工法は平成 12年 6月 現在 11,000m2の施工実績と

なっているが、まだ壁への適用が少ない。開田部周りの

納まりやジョイント部の精度をあげるための工夫が必要

である。

また、最近注目をあびている外断熱工法への本工法の

考え方を展開して汎用性を拡げることを検討したい。
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コ No?

――線形 (N。 1)

写真-4.2施工状況 (壁、柱、梁ハ・夕材取り付け)


